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書評
ジエロルド・ウォルトマン著
『最低賃金の政治学J1) 
林 英
?
法定最低賃金(以下最低賃金という)が法定である以上、アメリカのように立法方式によろうと
日本のように審議会方式によろうと、その決定プロセスが政治と無縁であるはずがない。とくに立
法方式の場合、それは政治そのものであろう o審議会方式の場合も審議とは準立法活動であり、そ
れは政治の延長といえよう。だが従来最低賃金は、経済学の立場から論じられすぎたようだ。本書
は、それを政治学の立場から論じたものであって、珍しい型の最低賃金論といってよい。その意味
では注目されてよい研究であろう o
最低賃金政策は、いうまでもなく公共政策の 1つである。通説的には公共政策の内容を決定する
のは政治だが、ロウィ (T.J. Lowi}流にいえば、政治の型は逆に政策の特性によって決定される。
著者は、アンダーソン(J.L. Anderson)に触発されて政策特性のカテゴリーを国民による強制度
よりみて coercive型と non-coercive型に 2分し、前者に属するものとしてロウィのいう利益配分
的なdistributive型、規制を課する regulatory型、資源移転のredistributive型の3つを挙げ、後者
に属するものとしてロウィのいう政治・行政制度の変更にかかわる constituent型、アンダーソンの
政府説得的なsuasive型、スミス (T.A. Smith)流の象徴性に意味をもたせる symbolic型の3つ
を挙げる。最低賃金政策そのものはregulatory型だが、それを生みだす政治は、イデオロギーとシ
ンボリズムの政治そのものだという九
著者はいう o 一般に公共政策は特定理念の帰結だが、それはとくに最低賃金政策にあてはまる。
最低賃金政治の特徴は、反対派にとってはシンボリズムとイデオロギーだが、支持派にとってはシ
ンボリズムでしかなかった。要するに反対派は一貫して市場原理派であり、その極致は市場と正義
を同義語とみるフリードマンだが、著者は、かかる極端な形の新古典派経済学の強みをそれが科学
1) Jerold Waltman， The Politics 01 the Minimum Wagiω(University of Ilinois Press， Chicago， 2000) 
2) Ibid.. pp. 1""'4 ， 5.
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でも宗教でもあることにみいだしている九
これと対照的に支持派の立場は時代により変わる。その起源は1次大戦前の進歩主義にあり、そ
れは、新産業社会への順応、宗教的(プロテスタンテイズム)動機、個別利益の集計とは異なる公
共的善の理念、事物の帰納的認識(歴史的方法と市場の失敗の認識)を前提とし、生存賃金の確保
を最低賃金制に求めようとした。そのニュー・ディール時代の立場は、購買力対策(完全雇用と成
長のマクロ政策)ならびに貧困対策(再分配政策)にあった。だが現代の立場は社会福祉政策にあ
り、その手段はもっぱら現金移転である。最低賃金は、その移転手段としては効率的でなく、福祉
国家の限界的手段でしかない。いまや最低賃金は、「働く人々にたいする政治体制の関与を象徴する
1つの政策jにすぎない九
そこで著者は、今後求められるべきは市民権の経済学すなわち市民的共和主義であって、それに
よってのみ最低賃金の再考は可能であるという九
2 
以上を具体的に示すために著者は、最低賃金立法の成立ならびにその改正小史を描く。 1912年の
マサチュセッツ州法は、適用対象を女性と年少者のみとし、違反への制裁を氏名公表という道徳的
なものにとどめたが、まさに進歩的人道主義の所産であろう。その後各州で最低賃金法が成立する
が、1923年のアドキンス判決はそれらをすべて無効とした。最低賃金法が合憲性を回復するのは1937
年のパリッシュ判決によってであり、その後1938年までに25州に法の成立をみた九
連邦最低賃金制は、セオドア・ルーズベルトの進歩党によっても主張されたが、それが本格化す
るのはニュー・ディール時代である。それは、全国産業復興法の産業規約に定められ、ワグナ一法
に引きつがれたが、同法の合憲判決(1937年)が、連邦規制の対象範囲を州際問の商業以外の生産
にも拡張した点は重要である。最低賃金額にかんする政府案は時間当り40セントであったが、議会
の反対に会い、結局は当初25セントとし、 1945年までに40セントに引き上げることで妥協が成った。
ただし対象業種からは農業と小売業が除外された。 1938年の公正労働基準法はその結果である九
連邦最低賃金法の最初の改正がおこなわれたのは、トルーマン時代の1949年である。水準は75セ
ントに引き上げられたが、適用範囲は「生産Jの再定義により縮小せしめられたから、「引き合わぬ
勝手IJだったともいわれる。アイゼンハワ一時代の1955年には、 1ドルへの引き上げが実現したが、
小売業への適用拡大は成らなかった。 1961年にはケネディが、 1ドル25セントへの引き上げと小売
3) Ibid. p.9. 17--18. 
4) Ibid. pp.12--13. 21--23， 24. 
5) Ibid. p.27. 
6) Ibid. p.29. 
7) Ibid. pp.30--34. 
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業への適用拡大 (360万人の新規適用)を実現したが、この改定は、ケネディが上院議員時代から唱
え、大統領選挙の争点のひとつともなっていたものである 8)。
ジョンソン時代の議会は、民主党の支配下にあり、ジョンソンの「貧困との闘い」と「偉大な社
会Jを支持する空気が強かったから、 1966年の改定は、ほぽ大統領案に近いものであった。内容は、
最低賃金を 3年間(原案は2年)で1ドル60セントまで引き上げ、小売業への適用は年間売上げが
25万ドル以上の企業に限るというものだが、今回の特徴は、チップ収入労働者にかんし、労働組合
側の要望をうけて最低賃金へのチップ収入算入限度(チップ・クレジット)を最低賃金の50%とす
る条項が導入されたことにある9)。
対照的にニクソンは、インフレ抑制を旨として最低賃金の改定には消極的であり、 1973年の折角
の両院妥協案(2ドルへの引き上げと学生への最低賃金85%水準の適用)を拒否してしまった。だ
が翌年に新改定案 (2ドル30セントへの引き上げと前記最低未満賃金の適用)が浮上すると、すで
にウォーターゲート事件で影響力を失なっていたニクソンは、今回はそれに署名している問。
1977年のカーターの改定案の特徴は、最低賃金を製造業平均賃金の1/2に指数化しようとしたこと
にある。指数化は実現しなかったが、 3ドル25セントへの4段階改定(原案は 2ドル65セントへの
引上げ)、 40%のチップ・クレジッ卜、小売企業の適用除外基準としての年間売上げ362，500ドルが定
められた。だがカーターを継いだレーガンは、貧困と失業の原因こそ最低賃金という考えの持ち主
だったから、その改定に反対だっただけでなく、 1985年には若年者の最低未満賃金というニクソン
時代の考え方を再提起している(これがレーガンの唯一の最低賃金提案であった)川。
プッシュは、最低賃金改定について4ドル25セントに引き上げる程度の意欲は示したが、同時に
雇入れ後半年間の最低未満賃金の適用を提案した。議会が4ドル55セントの修正案を可決すると、
プッシュはそれを拒否した。だがワレサの訪米を機に妥協の動きが生じ、 1989年にプッシュ案どお
りの金額改定と 3ヵ月間の訓練賃金(最低未満賃金)を定める法案が議会を通過した。もちろんプ
ツシュはこれに署名した12)。
3 
最低賃金の政治を分析するため、それにかんする世論の動向を探るのは当然であろう o 著者は多
くの世論調査を検討した結論として、①最低賃金への支持はアメリカ人のすべての層に及び、②そ
の支持率は所得や学歴とは逆関係にあって、底流には自己利益 (self-interest)の追及が存するが、
8) Ibidリ pp.34~39.
9) Ibid.， pp.39~4 1. 
10) Ibid.， pp.41 ~42. 
ll) Ibid.， pp.43~44. 
12) Ibid.， pp.44~47. 
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③他方黒人のとくに強い支持率や政党・イデオロギー集団関の懸隔(民主党系やリベラル系の強い
支持)が象徴的であるという問。
質問形式が異なると、相反する価値判断が示される。たとえば選挙で重視する争点を自由に挙げ
させれば、最低賃金を挙げるものは 1%にすぎないが、最低賃金を含む所与の争点群から重視する
ものを選択せしめれば、 5人に 1人は最低賃金を選択する。アメリカ人にとって最低賃金は、政治
レーダー・スクリーン上の重要な標的でなく、それをめぐる政治が休眠中は公共意識の周辺に位す
るのみだが、他の問題との対比で関われると中程度の関心をひく。要するに、その政治価値体系上
の意義は暖昧なのだ。なお公職立候補者の最低賃金にかんする立場は、選挙にさいして比較的重要
だともいわれるが、その証拠はない14)。
世論調査によれば、多くの者が最低賃金の意味をよく知り、その金額をも熟知し、かつそれを経
済を公正たらしめ生活水準を向上せしめる「良いJものとみるが、福祉問題の解決(たとえば福祉
給付の受給者の減少)に役立つかどうかについては懐疑的であるo また経済学者のいう最低賃金の
負の雇用効果については、あまり信用していない問。
要するに、最低賃金の適用対象層ほどその支持率の高いことは、利己的動機を示すとしても、す
べての層がそれぞれに最低賃金を支持かつ重視していることは、市民的共和主義の利他的動機を反
映するo 平均的な回答が最低賃金水準を低いとみ、 82%の者が最低賃金コストの価格転嫁を是認し
ていることは、利他的動機のよい証拠であると 16」
4 
最低賃金政策が政治的に象徴的意味しかもたないにしても、実際生活上の影響はもちろん存する。
たとえば1997年9月の改定 (4ドル75セントから 5ドル15セントへ)をみると、当時の最低賃金労
働者は150万人、時間収入が4.76ドル--5.14ドルの者は490万人であったから、改定の影響のほどは
推察できる1九
前記の最低賃金労働者を年齢別にみれば、 16歳--19歳が34%、20歳--24歳が21%、25歳以上が45
%で、総じて若い。就業形態別ではパートタイムが59%、フルタイムが41%、また人種別では白人
が87%、黒人が10%、その他が3%である。性別では男性が42%、女性が58%、また婚姻関係別で
は未婚が60%、既婚で配偶者と同居が26%、別居・離婚・死別が14%となっている則。
以上の年齢別、就業形態別、性別の諸比率をさらに人種別にみると、 87%をしめる白人について
13) Ibid.， p.53. 
14) Ibid.， pp.54， 56， 58. 
15) Ibid.， pp.59""-61. 
16) Ibid.， pp.62， 6. 
17) Ibid.， pp.69. 
18) Ibid.， pp.72， 74， 75"-76. 
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16歳--19歳が37%、20歳--24歳が22%、25歳以上が41%であるのにたいし、約10%をしめる黒人の
それは、 22%、10%、68%であるo パートタイム比率とフルタイム比率は、白人について62%と38
%、黒人について45%と55%である。性別比率については、白人が43%(男性)と57%(女性)、黒
人が39%と61%であった。以上から最低賃金労働者の多くが、白人の場合は学生のパートタイマー
であるのにたいし、黒人の場合は生涯的フルタイマーであると推察される19)。
なお35歳--4歳に限ると、白人の多く (83%)は女性だが、黒人の多く (58%)は男性であった。
白人の場合は市場再参入で説明できるが、黒人の場合は説明が容易でない。 45歳--54歳に限ると、
白人女性ならびに黒人男性の市場退出と黒人女性の市場参入とが特徴的にみられる 20)。
最低賃金労働者の就業部門・産業をみると、民間部門が93%、公共部門が7%である。民間部門
の内訳はサービス生産業が85%(半ばは小売)、製造業が11%、農業が3%であるが、公共部門の内
訳は連邦政府が12%、州政府が38%、地方政府が50%である21)。
以上の統計観察とは別に著者は、ある公共職業安定所の探訪報告を綴っている。求人賃金は5ド
ル50セントで最低賃金 (5ドル15セント)を上まわり、求職者の6割はより良い職を求める転職希
望者であった。男性はより長時間の安定雇用を求め(そのためには賃金低下をいとわない)、女性は
夜間勤務をやめたい(昼間働けるなら賃金が安く仕事がきつくともよい)と望んでいたというmo
5 
著者は、クリントンの1996年最低賃金改定の政治の裏面に l章を費やしているが、それは「アメ
リカ政治の予見予測できぬ気まぐれさJをよく示す。いいかえれば市場原理主義の共和党が議会を
支配しながら、なぜ90セントの引上げ改定が実現したかである問。
クリントンは、選挙期間中にすでに最低賃金改定にふれていたが、当選後はそれを棚上げした感
があった。労働長官から再度の改定要請(私的モメ)をうけたクリントンは、政府部内の反対をも
考慮し、 1995年の年頭教書で現行最低賃金(4ドル25セント)の不充分さのみに言及し、具体的な
改定額は明示しなかった。そのためクリントンは改定の熱意を疑われ、やむをえず90セントの引上
げを考慮中であると声明した。もちろん共和党はこれに反対した判。
ここで政治に微妙に影響したのが、フィリパスター (filibuster)なる上院の奇妙な審議ルールで
ある。それは、議員は時間無制限の発言を許され、発言を止めさせうるのは60名以上の議員による
審議打切り・採決実施の決議のみというものであった。当時の上院は共和党が53議席、民主党が47
19) Ibid.， p.73--74. 
20) Ibid.， p.72--73. 
21) Ibid.， p.77 
22) Ibid.， pp.86， 87. 
23) Ibid.， p.89. 
24) Ibid.， p.89--91. 
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議席であったから、いずれの党も、かかる議事妨害戦術をとりうる状況にあった。民主党は最低賃
金改定をめざし、ある法案の修正の形でその90セント引上げを提起したところ、共和党の 4議員が
支持に転じて支持票は51票 (=47票+4票)となり、法案通過は可能となったが、共和党のフィリ
パスターを阻止することは不可能であった2%
下院では最低賃金改定の採決動議が2度も敗れた。民主党は上院でその報復に転じ、上程される
法案に次々と最低賃金改定を内容とする修正を提起し、それが拒否されると法案自体にフィリパス
ターをおこない、そのため上院は機能麻揮におちいった。諸々の利益団体が動きだし、共和党の改
定支持派もふえだした。舞台裏では共和党のギングリッチとドールが動き、最低賃金改定の条件と
して、①ガソリン税の撤廃、②小企業への減税と刺激、③時間外の賃金割増に代わるオフ時間制、
④職場内問題処理のための労働者委員会の設置の4案を示した制。
結局下院では、ギングリッチは最低賃金改定と前記の第②案とのパッケージを提示し、それらは
別個に採決されることになった。共和党のグッドリングは、第②案の具体策として、訓練(最低未
満)賃金の復活、チップ・クレジットの制限、年間売上げ50万ドル未満企業への適用除外の3点を
挙げたところ、民主党は第1点と第2点を認め、ここに最低賃金改定法案はあっさり採択されたD
だが上院では改定への反対が根強く、打開策として民主党も共和党もそれぞれに双方の受諾可能な
修正を加えうることとされた。しかしいずれの党の修正も相手の同意がえられず、結局は原案どお
り改定法案が通過し、クリントンの署名をえた2九
以上を要約して著者は、最低賃金改定の政策決定パターンが特異であることを強調する。ある案
件が議会の審議日程に入る通常のパターンは、ある社会的な問題の発生→その対策を求める声→そ
れに応じる利益団体や政党の動き→議会審議に載せるか否かの検討→政治的駆けひき→審議日程に
入れるとの決定、というものであろう o だが最低賃金改定についてはそうでない。有権者は改定に
ついて受身だし、また政治家もそれを取りあげて格別世の注目を浴びるわけではない。それは、社
会的な問題として発生しがたい。実際はまず扇動者 (instigator)がおり、それが実現者 (enabler)
に働きかけ、実現者が審議日程に当該案件を入れこむ、というパターンをとる。最低賃金改定の政
治過程が象徴的とされる所以であろう加。
6 
一般にある公共政策のインパクトが政府に伝わる政治コミュニケーションのチャンネルは、①政
府による調査研究と分析、②利益団体をつうじるフィードパッ夕、③選挙の際の投票、の3っと考
25) Ibid. pp.93--94. 
26) Ibid.， pp.94--96. 
27) Ibid.， pp.97--99. 102--104. 
28) Ibid.， pp.l05--107. 
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えられる。だが最低賃金改定についてみると、議会や委員会の調査がよく活用されたことはない。
労働組合は最低賃金に大きな関心をもたないし、最低賃金労働者も、組合に代わる利益団体として
機能したことがない。最低賃金と関係の深い若年層や貧困層は、選挙の際の投票率が低い。要する
に最低賃金政治には、フィードパックのチャンネルが存しないのだ29)。
その最低賃金も、経済的規制としては実質的インパクトをそれなりに及ぽす。経済学者のインパ
クト研究は豊富だが、その結論は経済学者以外の問でコンセンサスを欠く。そこで著者は、自身は
政治学者であるにもかかわらず経済学者の研究を点検し、面白い洞察をおこなっている。
まず最低賃金改定の雇用効果からみよう o 1909年の最初のイギリス最低賃金について調査を依頼
されたトーネー(R.H. Tawney)の報告は、負の雇用効果にかんして楽観的だったが、その理由は、
当事者による効率改善の可能性にあった。 1940年代のレスター (R.Lester)の有名な調査も、負の
雇用インパクトを立証しない。だがスティグラー(G.Stigler)は、データよりもモデルを優先させ、
負の雇用効果を強調した。その実証分析は、 1970年代に時系列分析となって現われたが、その一致
せる結論は、 10%の最低賃金改定が1%--3%の10代の雇用低下をもたらすというものであった。
ただし分析対象期間を延長すると、効果が小さくなるとの批判がある。 1980年代には横断面分析な
いしパネル分析が現われるが、結論はいまだ定まっていなし」最新の注目すべき研究は、もちろん
自然科学的手法 (treatmentgroupとcontrolgroupとの比較)を用いたカードとクリューガー (D.
Card and A. Krueger)の正の雇用効果論だが、負の効果を当然視する立場からの批判は多い30)。
以上を総括して著者は、①負の雇用効果の証拠は不確実だし、②効果そのものも僅かだし、③最
低賃金改定後の失業率の変化には上昇と低下とが同程度にみられ、④正の雇用効果の可能性すらあ
る、という。正の雇用効果の理論モデルは需要独占のケースであるが、このケースについての著者
の図解説明は、明らかに間違っている。それはともあれ著者は、正の雇用効果を需要独占モデルに
限定するのは「知識の収容所Jに入れるようなもので、新しい一般モデルの構築こそが必要だとい
うが、それは正しいであろう31)。
インフレ効果についてはどうか。最低賃金がインフレの原因たりうるとすれば、それはコスト・
プッシュ (cost-push)かデマンド・プル (demand-puII)のいずれかであろう。前者は理論上いた
って理解しやすい。後者はそれほど理解が容易でないが、おそらくは限界消費性向の高い低所得層
への所得再分配による総支出(総需要)の増加が指摘されよう o 1977年の最低賃金改定のさいに設
置された研究委員会は、改定がインフレの原因となりうる 6つのステップを想定し、その想定にも
とづく実証研究の結論として、 10%の最低賃金改定が0.3%の消費者物価の上昇をもたらすと論じ
た。ただし他の多くの研究によると、インフレ効果はそれほど定かではない。というのも労働費用
29) Ibid.， pp.108"" 110. 
30) Ibid.， pp.111 "" 121. 
31) Ibid.， pp.121"" 123. 
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はコストの一部にすぎないし、またコスト吸収の説明は「ショック効果J(shock effect)によって
も可能だからである32)。
最低賃金と企業倒産との関係については、研究は乏しい {4件)という。その乏しい研究の結論
は、最低賃金と企業の存否とはほとんど関係がない(むしろ存続に寄与する)というにある3九
最低賃金の貧困抑制効果についてはどうか。貧しい成人の2/3は働いていないので、その効果は当
然限られる。抑制効果をみるには、①貧困世帯の最低賃金労働者と非貧困世帯のそれとの区別、②
貧困世帯の最低賃金労働者の世帯所得への寄与度、③最低賃金改定によるかれらの賃金収入増加度、
④改定による貧困線を上まわる世帯比率の変化、の解明が必要である。以上のうち①は国勢調査か
ら可能だとしても、②、③、④の推定は容易でない。従来の研究の結論は、最低賃金改定による貧
困世帯比率の低下はほとんどみられない(みられたとしても僅か)というものである3九
そこで著者は、最低賃金のインパクトにかんする過去の研究を総合して以下のようにいう。かり
に最低賃金と失業もしくはインフレとの聞に強い因果関係があれば、最低賃金の改定は当然に政治
問題化しょうが、実際にそのようなことはおこっていなし」改定が実現すると、逆に政治的静寂が
もどってしまう。福祉の立場からしても、政治エネルギーは固有の福祉テーマに注がれ、最低賃金
は脇に追いやられる。最低賃金は政治エネルギーを注ぐに値せず、イデオロギーやシンボリズムの
政治レベルにとどまるのだ。もちろん最低賃金は、適用対象層には現実的インパクトを及ぽすが、
かれらには政治システムとの関わりがなく、政治に波紋を起こすことがないと問。
7 
すでにみたように著者は、公共政策としての最低賃金政策を象徴型政策と位置づげ、その政策実
現の政治を象徴的とみる。だが象徴的政治とは一体なにを意味するのか。
かつてハリソン (SimonHarrison)は、象徴的な政治紛争を4つの型に分類した。第lの型は、
たとえば18世紀半ばのフランス王がフランス音楽とイタリア音楽の長所争いを最終的に解決したケ
スーで、 valuation{象徴評価)の紛争である。第2の型は、たとえば北アイルランドの新旧両教徒
がクプリンなる 8世紀のアイルランド指導者の扱いをめぐって対立したケースで、 proprietary{象
徴所有)の紛争である。第3の型は、たとえばヨーロッパにおいて戴冠式にさいして王冠のような
象徴的装身具の壮麗さで他を威圧しようとしたケースで、 innovation(象徴革新)の紛争である。第
4の型は、たとえばセントペテルスプルグをレーニングラードと改称し、また元に戻したケースで、
ある集団の象徴を他の集団のそれに代位させる expansionary 象徴拡張)の紛争である制。
32) Ibid.， pp.123---126. 
33) Ibid.， pp.127---128. 
34) Ibid.， pp.l29， 130---131. 
35) Ibid.， pp.132---133. 
36) Ibid. pp.137---138. 
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かかるハリソン概念の現代版は、スミスの国民感情を象徴する emotivesymbolic型概念であり、
その特徴は、アメリカ公民権運動のように政治運動の高度の激烈さと広汎な展開にあるという 3九と
すれば最低賃金の政治は、かかる概念にかならずしも合致しない。
そこで著者は、部外の観察者も政治プロセス参加者もともに政策を象徴型とみる場合と、政治プ
ロセス参加者のみが政策を象徴型とみる場合とを区別する。前者は primary 一次的)シンボリズ
ムの政治といってよく、ハリソンやスミスの概念があてはまる。後者はsecondary(二次的)シンボ
リズムの政治といってよい。この場合、政治プロセス参加者の政策の見方に前者の場合ほどの一致
性がなく、また国民一般(thepublic)はそこに象徴性をみいだせず、前者の場合よりは平静である。
政治プロセス参加者は、そのシンボリズムの故に一時的緊張を生みだすが、その反面国民一般は政
治への関与の度合が低い。最低賃金の政治についてみれば、政治プロセス参加者たる政治エリート
にとってそれは象徴的な意味をもつのにたいし、国民一般は受身に終始するが、これこそまさに二
次的シンボリズムの政治であろう o
最低賃金の政策と政治の象徴性を以上のように指摘する著者は、最低賃金の将来を市民権の政治
経済学の復活に期待しようとする。その経済学は、市民的共和主義から個人利益の集計概念とは異
なる公共の善なる概念を引きだし、最低賃金をばたんなる所得移転ではなくて個人(というよりは
市民)の価値と尊厳を守る手段であるとみる。いいかえれば経済不平等は、共和主義的市民権と相
容れないだけでなく、市民的平等に必要な公共システムを損ねるとみるのである。かかる見方は、
すでにニュー・ディールの理念のなかに散見され、系譜的にはジェファーソン流の最良の市民とし
ての自立的な自営農民像につながる39)。
実際のところ現代の最低賃金労働者は、市民的共和主義に新たな関心を示しており、そのことは、
福祉改革(公的扶助から労働へ)に伴なって見苦しくない生活(それを保障する賃金)への権利要
求が生じていることにみられる。公共福祉の研究者の聞にも、給付の配分原理を社会の成員資格に
基づかしめようとする動きがみられるという。著者は、「市民権や市民の徳性について語ることはユ
ートピア的に聞えるJが、「それは現実政治の本質だJというデイオンヌ (E.T. Dionne)の言葉を
37)スミスのいう emotivesymbolic型政治の特徴は、 1)生活様式上の問題をめぐる広汎にして激烈な紛
争、 2)リーダーが大きな役割を演じるよりは、普通の議員が道徳的題目を掲げるグループに支えら
れている、 3)政党による統制の欠如、 4)政策は議会内でつくられるが、議員の個人主義度は高い、
という 4点にある。以上の第3と第4の特徴は、アメリカの最低賃金政治に多少ともみられるが、ス
ミスの概念をとくに際立たせている第1と第2の特徴は、そこにはみられない (Ibid.，pp.3， 6， 138)。
38) Ibid.， pp.138--140. 
39) Ibid.， pp.141--143.なお重要なことだが著者は、市民権の政治経済学が最低賃金政策の生みだす純粋
に経済的な諸問題を解決してくれるわけでもなし、また最低賃金をめぐる討議において現行以上のコ
ンセンサスをもたらしうるわけでもないと、付言している。その意味では最低賃金政治の象徴性は変
わるまい。
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引用し、みずからの結論としている州。
8 
著者によれば、最低賃金は労働者にたいする国家の姿勢の象徴であり、その金額改定の政治も象
徴型となるという。いわば最低賃金は存在することに意味があり、最低賃金法の目的がどれほど達
成されているかは、さほど問われないということであろう。かかる政治学的主張はそれ自体興味深
いだけでなく、経済学の立場からも大いに参考になろうoというのも最低賃金の反対論からすれば、
その意義を象徴的な国家の姿勢以外に求めようがないし、その支持論からしても、その不充分な実
効性の故にそれを象徴的なものに求めざるをえないからである。なお素朴な疑問をいえば、最低賃
金の改定をめぐる政治は象徴型だったかもしれぬが、最低賃金法(とくに州法)の成立をめぐる政
治は、かならずしも象徴型ではなかったはずである。
40) Ibid.， pp.143， 144， 145. 
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